














令和6年度 駒ヶ根市公共下水道事業損益計算書

(令和6年4月!.日から令和7年3月31日まで)

1営業収益

(1) 下水道使用料

(2) その他営業収益

2営業費用

(1) 管渠費

(2) 処理場費

(3) 総係費

(4) 減価償却費

(5) 資産減耗費

営 業

405,563,271

497,300 406,060,571

32,891,246

147,723,739

61,901,288

470,723,754

673,436 713,913,463

損 失

3 営業外収益

⑴受取利息及び配当金 348,721

(2)他会計補助金 261,099,891

(3)長期前受金戻入 230,035,572

(4)雑収益 1,495,276 492,979,460

4営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 31,866,654

(2)補助金 1,891

(3)投資その他の資産償却 7,926,616

(4)雑支出 200 39,795,361

経 常 利 益

5 特別利益

(1)過年度損益修正益 100 100

当 年 度 純 利 益 

当年度未処分利益剰余金

(単位:円)

307,852,892

453,184,099

145,331,207

100

145,331,307

145,331,307
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令和6年度事業報告書

!概況

(1)総括事項

令和6年度の駒ケ根市公共下水道事業は、国庫補助事業により、委託 

関連では駒ケ根浄化センターの管廊耐震診断業務を行い、工事関連で 

は東町工区の管渠工事を行いました。また、起債事業により、文化センタ 

ー西工区の管渠工事やマンホールポンプ場4箇所のポンプ更新工事等を 

進めました。管渠の整備済面積は923haで、事業認可区域の94.9%とな 

っています。

令和6年度末Iこおける公共下水道の事業認可区域内人口は19,245人、 

うち供用開始区域内人口は18,683人で、普及率は97.1%(前年度比 

0.02%減)、うち水洗化(下水道接続)人口は!6,958人で、水洗化率は 

90.8%(前年度比.0.5%増)となっています。年間有収水量は,2,204,240 

ポ(前年度比28,055rrf増)となり、1日当たりでは、6,039rr?(前年度比93ポ 

増)となりました。

今後は、引き続き、駒ケ根浄化センター全体整備計画に従い、経営状 

況を考慮しながら、施設の長寿命化等を進めてまいります。また、経営戦 

略については、令和6年6月に改定を行い、より一層の効率的な経営計 

画となりました。

イ経営

総収益(税抜)では,899,040千円で前年度比4,794千円(0.5%)の減 

少となりました。これは、営業外収益の一般会計繰入金が、支払利息の 

減少等に伴い、前年度比9,094千円(3.4%)減少したこと等が要因です。

総費用(税抜)では,753,709千円で前年度比3,698千円(0.5%)の増 

加となりました。これは、営業費用が管渠費の委託料や修繕費等で前年 

度比7,200千円(28.0%)の増加、処理場費委託料が前年度比5,440千 

円(3.8%)増加したことが要因です。営業外費用では、企業債の支払利 

息等の減少により、前年度比9,851千円(19.8%)の減少となっています。

この結果、経常利益、純利益とも145,331千円となり、前年度比8,492 

千円(5.5%)の減少となりました。また、修繕工事の工期延長により、営 

業費用のうち、6,600千円を翌年度予算へ繰り越しました。
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ロ工事等

建設改良事業では、東町工区の管渠工事や駒ケ根浄化センター管 

理棟電気室制御電源設備改築工事等により、投資総額は、98,706千円 

(税込)となりました。事業内訳は、国庫補助事業が83,080千円、起債事 

業が14,309千円、単独事業740千円となっています。本年度整備した管 

渠の延長は、112.6mでした。また、国の1次補正予算等に伴い、94,310 

千円を翌年度予算へ繰り越しました。

企業債は、償還元金として566,814千円を償還しました。また、建設改 

良費に充てるための建設改良債を56,100千円、企業債償還と減価償却 

費との差を調整するための資本費平準化債を220,000千円借り入れまし 

た。この結果、令和6年度末の企業債未償還残高は5,930,798千円とな 

り、前年度比290,714千円(4.7%)減少しました。

(2)経営指標に関する事項(次ページ「経営指標の推移」参照)

令和6年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収 

支比率は、営業費用の委託料や修繕費等の増加等により、前年度比1.2%減 

の119.3%となりましたが、健全経営の水準とされる100%を上回っています。 

事業の支払能力(短期的な資金繰り)を示す流動比率については、企業債償 

還のピークが過ぎたことにより、前年度比19.5%増の116.7%と大幅に改善し、 

健全経営の水準とされる100%を上回りました。また、下水道使用料水準の妥 

当性を示す経費回収率は、前年度比2.5%減の128.4%となりましたが、汚水 

に必要な費用を下水道使用料収入で賄えている状況とされる100%を上回っ 

ています。一方、償却資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却 

率は、前年度比1.7%増の47.8%と年々増加しており、徐々に老朽化が進ん 

でいる状況です。法定耐用年数を経過した管渠の老朽割合を示す管渠老朽 

化率は、供用開始が平成7年で耐用年数が50年のため、償却済の資産は 

0.0%ですが、令和28年度以降に一気に償却済資産が増加し、更新需要のピ 

ークを迎えますので、将来の更新需要に備え補填財源残高の増加を計画的に 

行う必要があります。













3業務
(1)業務量

イ下水道整備状況に関する里重

項目 単位 令和6年度 令和5年度 前年度比較

増減 増減率(％)

整備面積(単年度) ha 〇 〇 〇 0.0
供用開始面積(累計) ha 923 923 〇 0.0
使用可能人口(累計) 人 18,683 18,939 △ 256 △1.4
年間総流入量

3 m 2,731,896 2,667,249 64,647 2.4
年間有収水量 m3 2,204,240 2,176,185 28,055 1.3
接続使用(調定)件数 件 8,264 8,164 100 1.2

口諸届出受付件数 _ _____________ _______________ (単位:件)

項目 令和6年度 令和5年度 前年度比較

増減 増減率(％)

排水設備等確認申請 129 152 △ 23 △15.1
使用開始届 93 122 △ 29 △ 23.8

(2)事業収入に関する事項(消費税等相当額を除く金額で表示)
_________________ (単位:千円)

区分 令和6年度 令和5年度 前年度比較

増減額 増減率(％)

営業収益 406,061 399,398 6,663 1.7
［下水道使用料 405,563 398,861 6,702 1.7
:その他営業収益 498 537 △ 39 △ 7.3

営業外収益 492,979 504,098 △11,119 △ 2.2
［受取利息 349 105 244 232.4
3也会計補助金 261,099 270,193 △ 9,094 △ 3.4
長期前受金戻入 230,036 231,716 △1,680 △ 0.7
灘収益 1,495 2,084 △ 589 △ 28.3

特別利益 〇 338 △ 338 △100.0
合計 899,040 903,834 △ 4,794 △ 0.5

(3)事業費に関する事項(消費税等相当額を除く金額で表示)
_____  ___________ —(単位:千円)

区分 令和6年度 令和5年度 前年度比較

増減額 増減率(％)

営業費用 713,913 700,364 13,549 1.9
’管渠費 32,891 25,691 7,200 28.0
処理場費 147,724 142,284 5,440 3.8
総係費 61,901 59,860 2,041 3.4
減価償却費 470,724 471,454 △ 730 △ 0.2
資産減耗費 673 1,075 △ 402 △ 37.4

営業外費用 39,796 49,647 △ 9,851 △19.8
企業債利息 31,867 41,057 △ 9,190 △ 22.4
補助金 2 8 △ 6 △ 75.0
投資その他の資産償却 7,927 8,582 △ 655 △ 7.6
雑支出 〇 〇 〇 0.0

特別損失 〇 〇 〇 0.0
合計 753,709 750,011 3,698 0.5
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令和6年度 駒ヶ根市公共下水道事業キャッシュ・フロー計算書

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

(単位:円)

1.業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 145,331,307

減価償却費 470, 723, 754

固定資産除却費 673, 436

長期前払消費税償却 7,926,616

賞与等引当金の増減額(△は減少) 324, 000

長期前受金戻入 △ 230, 035, 572

支払利息及び企業債取扱諸費 31,866, 654

受取利息及び受取配当金 △ 348, 721

未収金の増減額(△は増加) △ 24, 663, 230

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 36,421

未払金の増減額(△は減少) △123, 166, 875

前払金の増減額(△は増加) △ 8,175,000

小計 270, 419, 948

利息及び配当金の受取額 348,721

利息の支払額 △ 31,866,654

業務活動によるキャッシュ・フロー 238,902,015

2.投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 89,957,421

国庫補助金による収入 39, 840, 000

上記のうち、控除対象外消費税と相殺したもの △ 3,621,817

受益者負担金の受入による収入 22,310, 620

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 31,428,618

3.財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 276,100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 566,813,805

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 290,713,805

資金増減額(△は減少) 
資金期首残高 
資金期末残高

△ 83, 240, 408
_ 633, 595,172

550,354, 764
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